
 

 

 

 

 

 

■津波発生時の避難確保計画 
 内閣府の中央防災会議では、南海トラフを始めと

する大規模地震の検討を行い、発生確率等の公表を

行っている。この対応のひとつとして、国交省では

発生時の敏速な避難行動につながる「避難確保計画」

の立案を自治体などに求めている。 

＜避難確保計画とは＞ 

津波等の災害が発生したときに要配慮者住民を含

めて円滑かつ迅速に避難できるように必要な事項を

定める計画である。 

 

 

 

 

学習会や完成した防災マップの例（高知県HPより抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国交省HP 

地球をデザインする会社 

技 術 短 信 東光コンサルタンツの NO.153（港湾） 

Po-48 

 

 

図-1我が国で予想されている大規模地震と発生確率 

（出典:内閣府の南海トラフの巨大地震モデル検討会資料） 

資料：内閣府の南海トラフの巨大地震モデル検討会 



 

◆弊社で実施したN市における避難確保計画の見直しについて 

 

１．「第１次津波避難施設等整備・確保計画」見直しの主な理由 

以下の主な理由から、より現実的な避難確保計画の見直しが求められていた。 

①１次計画では避難時の歩行速度を 1.0m/秒としており、今までの発生時の実態から見て高齢者など

ではやや無理のある速さと思われること。 

②１次計画では避難には既存の津波避難施設（避難ビルや高台）を利用しつつ、特定津波避難困難地

域では「津波避難タワー」整備での対応を考えていた。ただ、避難タワーは用地取得も含め数千万

円～億の事業費を要する。その一方で、収容人員は限定的であり、維持管理も含め費用対効果に課

題があると判断されること。 

 

２．これからのＮ市第２次津波避難施設等整備・確保計画の策定に向けた提案                            

１）津波諸元の想定と特定津波避難困難地域に係る前提条件の再整理 

総務省の「津波まちづくりガイドライン」によれば、当該地域

への津波の第 1波到着は最短 17分であり、避難準備への時間も

勘案すると実質 12分程が避難のための歩行時間となる。この時

間に東日本大震災時の平均避難速度の実態値の中間値である

0.70m/秒を用いて、より現実に近い「特定津波避難困難地域」

の範囲をＧＩＳ上でシミュレーションし、第２次避難確保計画の

基礎情報とした（右図参照）。 

２）津波浸水想定シミュレーション結果を踏まえた津波到達時  

間の考え方の再整理(案) 

第１次検討時において、地元大学と専門会社が共同で示した

「津波シミュレーション」動画を再精査する事で、N 市に襲来す

る津波動態を再確認することとした。その結果、主要市街地部で

は防砂林帯に津波が阻まれ、津波到着時間が遅くなる予測も得ら

れた。これにより、市街地部に限っては、「特定津波避難困難エ

リア」自体を見直す事も考えられ、その一方で、避難時間に猶予

の無いリアス式海岸の地区においてはハード整備を優先的に進

める根拠ともなった。このため、これらの考え方ついて、次の節

目で開催される庁内検討会にて改めて議論することとなった。 

３）市指定避難所の耐津波機能に係る再評価(案) 

国土交通省住宅局建築指導課では、一般財団法人日本建築防災協会が設けた津波避難ビルの基準合理

化検討結果を公表している。これら検討結果の詳細や解析手法については本稿では割愛するが、東日本

大震災での建物被害状況を分析し、所定の建築物が津波来襲時において、その波圧により滑動・沈下・

転倒等に耐え得るかについて、簡易的な判定指標を示したものである。この指標を用い、現在、市で指

定している避難所について、耐津波性が得られるかを判定することを提案している。 
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新規条件による避難困難地域のシミュ

レーション結果。黄緑エリアが困難地域

となった。 
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